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ｇ１．大雨時における関係機関の情報共有体制の確立と情報伝達訓練の実施 1福井市

◆ 災害対策本部室訓練 (令和７年２月)
• 災害対策本部への情報集約を迅速化するため
に、防災情報システムを活用し訓練を実施。

○福井市防災情報システムの導入と災害対策本部訓練の実施

• 今年度より福井市防災情報システムの本格運用を開始した。
• 災害情報等をシステムに入力する状況付与型の本部室訓練や、情報を本部会議にて共有する本部会議訓練を実
施し、災害時の情報共有体制について強化を図った。

◆ 災害対策本部会議訓練 (令和７年５月)
• 気象情報、河川・砂防・道路情報だけでなく、避難所の開設状況や災害
の被害状況が写真と共にシステム上にマッピングされ、これら情報を紙
媒体ではなくＰＣやスクリーンを用いて共有。

災害対策本部会議 訓練

災害対策本部室 訓練



ａ２．市町のとるべき防災行動や避難情報発令のタイミングなどを定めた市町タイムラインの策定 2敦賀市

作成前 内 容 運 用

○敦賀市版タイムラインの作成 （ふくい県域タイムラインを参考に）

○タイムラインに対応した To Do チェックリスト型個票の作成

• 災害経験の少なさから職員の練度
は高くなく、災害対応の漏れが発
生する危険がある。

• 災害対策の中には、一部職員の属
人的な能力に依存しているものが
ある。

• 敦賀市地域防災計画に定める各部、
各班の役割を時系列に並べ、他部
署が並行して何を実施しているか
分かるよう図式化した。

• 具体的に各部署が行うべき災害対
策を、各部署ごとの個別票を作成
し、対応漏れが無いようTｏ Dｏリ
スト形式とした。

• 令和７年度初めに試作品を作成し
全庁に周知

• 幸いにも災害が発生しなかったこ
とから実践されていない。

• 今後、タイムラインを用いた総合防
災訓練を実施していく

一部職員の属人的能力への依存 各部署が実施すべき事項
について図式化、TｏDｏリスト化

タイムラインを用いた
総合防災訓練実施

個別票

地域防災計画に定める各部・各班

他部署が並行して
何を実施しているか図式化

各部署が行うべき災害対策を
To Doリスト形式に



ａ５．指定避難所等までの避難ルートを示した避難マップ（防災マップ）の作成促進 3小浜市

防災マップ完成品（例）

○小浜市防災マップ作成支援事業について

• 住民が、災害時に自らの判断で主体的に避難行動をとれるようにするため、自主防災組織を組織している区を
対象とし、令和3年度から継続して防災マップの作成を支援している。

• 防災マップは、居住している区の災害リスクや避難経路、避難場所などを住民が把握し、災害時に適切な避難行
動をとることにより、自身の安全を図り、被害を最小限に抑えることを目的としている。

◆ 防災マップ作成の流れ

① ノウハウ研修(6月・7月に開催（計2回））
• 防災専門家から防災マップの作成目的や作成方法など基礎的な知識
について学ぶ。

② まち歩き指導(各区ごとに13区で開催)
• 防災専門家とともに自分たちの住む地域を歩き、危険箇所や災害リス
クの高い家屋などを確認する。

③ 合同マップ作成会（8月・9月に開催（計2回））
• まち歩きで集めた情報をもとに、グループワーク形式で地図上に整理
し、防災マップを完成させる。

（※令和7年度末までに市内148区中５０区で作成済）

① ノウハウ研修 ② まち歩き指導 ③ 合同マップ作成会



ａ３．共助に基づく避難行動を行うコミュニティタイムラインの作成促進 4大野市

○コミュニティ・タイムラインの作成促進の取り組み

• 地域の安全は地域で守る共助による避難行動をあらかじめ計画しておくコミュニティ・タイムラインの作成促進
を行っている。

◆ 取り組みの内容

• 大野市が開催する自主防災組織リーダー研修会でコミュニティ・タイムラインを紹介
• 自主防災組織から防災体制の相談を受けた際に紹介し、職員が地区に直接入り協力して作成
• 大野市が作成講習会を開催し、コミュニティ・タイムラインの作成方法を解説

◆ 作成の実績

• 1地区が作成し、運用中。訓練等で区民にも周知と配布を行った→地区の体制も見直し
• 1地区が令和８年度本運用に向け、試行運用中→自主防災組織規約や運営規則も見直し
• 作成希望・興味ありの地区に直接働きかけを行っている

運用中の地区のコミュニティ・タイムライン作成講習会
自主防災組織・防災士４８名参加



ｇ４．自主防災組織の活用・強化 5勝山市

○防災フェスタの実施

• 令和７年８月３日に、令和６年能登半島地震を中心とした、災害全般をテーマとした防災TALKや防災に関する
展示を開催した。

• 自主防災組織や防災士、区長に参加してもらい、ハザードマップの事前確認や、備蓄の重要性について
ディスカッションし、自主防災組織の防災力強化を図った。

◆ 防災TALK （講師による基調講演、対談）

◆ 防災展示 （勝山市の過去の災害状況パネルや防災備蓄品の展示）

簡易トイレ体験過去の災害写真

対談基調講演



ｇ２．水防資機材の備蓄等の確認 6鯖江市

○各町内会への水防資機材の配布

• 各町内会に設置する自主防災組織を設置 （全153町内会で設置済）
• 自主防災組織が自らの判断で迅速に水防対策を実施できる体制を整備
• 令和3年度から毎年、各町内会に対して資機材の種類および数量に対する調査を実施
• 調査結果に基づき、必要な資機材を各町内会へ配布

◆ 取り組みの内容

① ２月に各町会に対し、要望および所有数を調査
② 3月末までに、希望町内会および必要数を取りまとめ
③ ４～６月にかけて各町内に必要物品を配布

◆ 令和３～７年度の実績

• 配 布 ： １０２ 町内会
土のう袋 ： 2０,９８0 枚
山 砂 ： ９６ ｍ3

ブルーシート： 1,973 枚

土のう袋、ブルーシート配布

山砂配布



ｄ１．小中学校や地域住民への防災に関する出前講座やパネル展の実施 7あわら市

○地域住民を対象として出前講座や避難所設営訓練等の実施

• 11月16日にあわら市防災士の会やあわら市赤十字奉仕団等とともに防災訓練を実施した。

◆ 実施内容

①市職員による出前講座
災害情報の入手方法、家庭で備えるべき備蓄品の紹介

②あわら市防災士の会による避難所設営訓練
指定避難所を使用し、ブルーシートを用いたスペース
の確保や段ボールベッド・間仕切りの組み立てを実施

③あわら市赤十字奉仕団による炊き出し訓練
ハイゼックスを使用した調理方法によるサツマイモご飯
の提供

④防災関係機関による展示

⑤能登半島地震における自衛隊活動写真のパネル展示

① 出前講座

② 避難所設営訓練

③ 炊き出し訓練 ④ 防災関係機関による展示 ⑤ パネル展示



ｂ７．要配慮者利用施設の避難訓練実施と避難確保計画の検証と改善の促進 8越前市

【後半】
参加者６～７人のグループで、水害を想定したワークショップを実施。
各施設から持参した避難確保計画をもとに、災害時の対応を時系列
で整理するタイムラインを作成した。施設職員目線での要配慮者避難
の課題など意見を出し合い、計画のブラッシュアップを行った。

【前半】
越前市防災危機管理課、福井地方気
象台、福井河川国道事務所が講義を
行い、避難確保計画の重要性や、水
害に関する基礎知識を座学で学ぶ。

○要配慮者利用施設の避難訓練に関する講習会の実施（令和7年６月30日）

• 市内の社会福祉施設、学校、医療施設など39の施設から、要配慮者利用施設職員約60名が参加し、避難確保計
画や施設内避難行動について質の向上を図った。



ｇ１．大雨時における関係機関の情報共有体制の確立と情報伝達訓練の実施 坂井市

○ 「坂井市総合防災情報システム」の供用開始 市、警察、消防とのＤＸ共用化による連携強化

○ 「坂井市防災行政無線の再整備」 令和７年実施設計 ⇒ 令和８年から再整備工事予定

◆ 坂井市総合防災情報システム

①警察・消防も参加しての本部運営訓練
②警察・消防職員向けシステム操作説明会を開催 （R7.5.29）

③職員初動マニュアル
• 水防活動班を新たに編成

① 本部運営訓練

◆ 坂井市防災行政無線の再整備

① 防災行政無線の整備概要
• IP無線（携帯電話網）方式 （予定）

• 工事期間 令和８～１０年度（予定）

• 整備費用 約１０億円（予定）

• さかいDISとの連携

• 高性能スピーカー 一部導入（予定）

• 副操作卓の構築（自宅でも配信可能）

• 情報配信媒体の一元操作化（ワンオペレーションの構築）

② さかいDIS－IP同報システム連携概念図

さかい
ＤＩＳ

坂井市総合防災
情報システム

Ｊ-Alert

各種関係機関情報

坂井CATV

坂井市HP

ＩＰ同報システム

メールシステム

Facebook

一
斉
配
信
機
能
で

連
携
済
み
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ａ５．指定避難所等までの避難ルートを示した避難マップ（防災マップ）の作成促進 10永平寺町

○モデル地区を設定し、地区防災マップの作成を支援

• 地区の危険個所や安全な場所を確認し、有事の際に住民が安全安心に避難できるよう取り組む。

○地区防災計画作成に伴うワークショップを開催

• 地区の危険個所や避難所を記した地区防災マップを作成し、有識者の視点から危険個所の指摘や避難経路を
指導、防災活動の見直し、地区防災計画の作成を支援する（4集落) 。

• NPO法人 災害看護研究所からの業務支援をい
ただき、防災マップ作成までの取組を反映した
地区防災計画作成の支援を継続実施

• 令和7年度までに８地区で取組を完了予定

① 各自治会へ概要説明

② 防災まち歩き

③ ワークショップ開催

④ 地区防災計画への取組

防災マップ

コミュニティ・タイムライン



ｃ１．想定最大規模の降雨を対象としたハザードマップの周知・活用等 11池田町

○ハザードマップを活用した要配慮者利用施設の避難経路等に関する講習会の実施

• 町内特別養護老人施設において、職員１５名が参加し、過去豪雨状況、避難確保計画、施設内避難行動、備蓄品の
活用方法、防災設備の確認を行い災害時への意識及び行動の向上を図った。

◆ 福井豪雨の被災状況を参考に避難経路の再確認

• 雨量、被害状況（主に道路や河川）を確認
• 同等の豪雨が発生した場合、河川や道路への被害を想定した避難所、
協力施設までの経路について、マップ上で再確認

◆ 施設設備の箇所や防災設備等の再確認・点検

• 施設周辺の地形を考慮し、危険な場所の再確認
• 施設設備箇所の確認および防災設備の点検
• 備蓄してある非常食を用いての使用方法の体験

福井豪雨被災状況
福井豪雨被災状況

福井豪雨被災状況

H16.7.18 雨量グラフ（金見谷） 非常食体験発電機の点検

施設設備箇所の確認



ｇ４．自主防災組織の活用・強化 12南越前町

【安全安心な集落づくり補助金】

○自主防災による安全安心な集落づくり補助金の交付

• 自主防災組織結成集落を対象に補助金を交付しているが、自主防災組織の更なる結成を図るため、
令和６年・７年度に限り結成予定集落及びその他集落に対しても補助金を拡充。

○各集落のサロンで防災講座と併せて自主防災組織における説明（町内７３集落中５２集落で実施）

○集落における町と自主防災組織合同での防災訓練の実施

下牧谷集落センター(令和7年8月6日 )

【防災講座】

東谷・清水・脇本 合同防災訓練
(令和7年10月5日)

【防災訓練】



③ 総合防災訓練での指導

→防災士としての指導スキル向上
のため、総合防災訓練で避難所レ
イアウトの考え方を参加者(自主防
災組織の役員)に指導した。今後は
自主防災組織からのニーズにより、
防災マップ作成技法も指導してい
く。

ａ５．指定避難所等までの避難ルートを示した避難マップ（防災マップ）の作成促進 13越前町

② 防災マップ作成技法研修

→天王川の氾濫等による浸水想定
区域とされる「西田中区」を研修対
象エリアとし、作成技法を福井県防
災士会から学ぶ。

① 避難所レイアウト検討
技法研修

→防災マップ作成技法の前段とし
て、避難先で重要となる避難者の
スムーズな受入れのための避難所
レイアウト検討にあたっての技法を
学ぶ。

• 指定避難所の平面図をベースに、居住ス
ペースや共同利用スペースについて検討し
ました。

• 防災マップ作成にあたってのポイントを学
んだほか、グループに分かれて町歩きを行
い、危険箇所や避難ルートなどを白地図に
落とし込んでいきました。

• 防災士が検討にあたってのポイントを指導
し、参加者が施設平面図に避難所としての
レイアウトを書き込みました。（レイアウトは
データ化して保管）

○防災士エキスパートえちぜん（越前町の防災士組織）の指導スキルアップ研修 →【 指導実践 】

①避難所レイアウト検討技法研修（令和7年8月5日(火)）
② 防災マップ作成技法研修（令和7年8月30日(土)）
③ 令和7年度越前町総合防災訓練における研修指導（令和7年9月28日(日)）



ｅ１．水位計・量水標、河川監視カメラの設置の検討と情報共有 14美浜町

○河川水位計及び河川監視カメラを設置

• 豪雨時に水位の変化が大きい町内中小河川８箇所に河川水位計及び河川監視カメラを設置し、美浜町河川水位
等監視システムにより、水位データ等を提供

• 令和７年度は、地区からの要望に基づき河川水位計及び河川監視カメラを１箇所増設予定

○アンダーパスに冠水監視カメラを設置

• 町内２箇所のアンダーパスの冠水を監視するため冠水監視カメラを設置し、河川水位計等と同様に美浜町河川
水位等監視システムにより、カメラ画像を提供

河川水位計・冠水監視カメラ 位置図

凡例

現在の水位 危険水位：警戒レベル２
避難に備え、自らの避難行動を確認

観測開始水位：警戒レベル１
災害への心構えを高める

各観測点の水位と10分間の水位差

各観測所画像と水位データ



ｂ５．洪水危険度分布および予測値の利活用促進 15高浜町

○発令判断支援システムの導入

• 災害時に気象情報や危険度を自動的に分析し、避難が必要かどうかを判断して住民へ迅速にお知らせする『発
令判断システム』を導入。災害時の避難情報を的確かつ早期に発信でき、住民の安全確保につなげる。

防災アプリ画面発令判断支援システムログイン画面

◆ システム概要

• 既設の総合防災情報システムを改修し、発令判断支援システムとの連携を
行い、避難情報等を解析、表示する機能を追加した。

• これにより、住民へ避難情報を「適切なタイミング・対象地域」に迅速かつ
的確に発令することができ、逃げ遅れ防止につながる。

• また、防災行政無線や防災アプリと連携することで、全ての操作が一連で
行え、職員の判断負担軽減、情報伝達の精度向上が図れる。
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○おおい町総合防災訓練の実施（令和７年５月２４日）

• 消防職員、消防団員、赤十字奉仕団、町職員および自主防災組織による総合防災訓練を実施し、水防工法など
の防災にかかる知識及び技術の習得を図った（約150名参加) 。

◆ 台風等による洪水、土砂災害などの災害から町民の生命、身体、財産を守ることを目的として、
次の各水防工法訓練等を実施。
①土のう作成、②改良積土のう工法Ⅱ型、③倒壊家屋救出訓練、④給水訓練、 ⑤避難広報訓練、
⑥負傷者の搬送・救護訓練、⑦住民避難訓練、⑧炊き出し訓練、⑨ヘリコプター海上救出訓練

①土のう作成 ②改良積土のう工法Ⅱ型 ④給水訓練

⑦住民避難訓練（船舶） ⑧炊き出し訓練 ⑨ヘリコプター海上救出訓練
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①土のう作成 ②改良積土のう工法Ⅰ型 ④せき板工法

⑥住宅浸水防止工法 ⑦炊き出し訓練

○若狭水防訓練の実施（令和７年６月９日）

• 消防職員、消防団員、赤十字奉仕団、町職員による水防訓練を実施し、水防工法の知識及び技術の習得を図っ
た（約１6０名参加)。

◆ 台風、集中豪雨、洪水等による被害を軽減し、水災から町民の生命、身体、財産を守ることを目的として、
次の各水防工法訓練等を実施。
①土のう作成、②改良積土のう工法Ⅰ型、③改良積土のう工法Ⅱ型、④せき板工法、⑤積土のう工法、
⑥住宅浸水防止工法、⑦炊き出し訓練、⑧河川監視パトロール訓練
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